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この資料では、社名表示に次の略称を使用している箇所があります。
・ ＭＳ＆ＡＤホールディングス、持株会社 （＝ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループ ホールディングス㈱）

・ ＭＳ＆ＡＤ （＝ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループ）

・ 三井住友海上、ＭＳ （＝三井住友海上火災保険㈱)

・ あいおいニッセイ同和損保、ＡＤ （＝あいおいニッセイ同和損害保険㈱）

・ 三井ダイレクト損保、ＭＤ （＝三井ダイレクト損害保険㈱)

・ 三井住友海上あいおい生命、MSA生命 （＝三井住友海上あいおい生命保険㈱）

・ 三井住友海上プライマリー生命、MSP生命 （＝三井住友海上プライマリー生命保険㈱）

・ インターリスク総研、インタ総研 （＝MS&ADインターリスク総研㈱）

・ MS Amlin （＝AUL、AAG、AISE、ACSを主とする各事業の合計）

AUL（＝MS Amlin Underwriting Limited）

AAG（＝MS Amlin AG）

AISE（＝MS Amlin Insurance SE）

ACS（＝MS Amlin Corporate Services Limited）

・ MS First Capital、MS ＦＣ （＝MS First Capital Insurance Limited）

・ Challenger （＝Challenger Limited）

・ ReAssure （＝ReAssure Group Plc）

・ あいおい損保、ＩＯＩ （＝あいおい損害保険㈱)

・ ニッセイ同和損保、ＮＤＩ （＝ニッセイ同和損害保険㈱)

予想および⾒通しに関する注意事項
この資料に記載されている内容のうち、ＭＳ＆ＡＤホールディングスならびにグループ各社の将来に関する計画や戦略、
業績に関する予想や見通しは、現時点で把握できる情報から得られた当社グループの判断に基づいています。
実際の業績は、さまざまな要因によりこれらの業績見通しと異なる結果になり得ることをご承知おき下さいますようお願い
いたします。実際の業績に影響を及ぼし得る要因としては、(1)事業を取り巻く経済動向、(2)保険業界における競争激化、
(3)為替レートの変動、(4)税制など諸制度の変更、などがあります。
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本⽇のご説明のポイント
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新型コロナウイルス
の影響

新型コロナ影響により先行きは不透明であるが、短期業績への影響は、2020年の
国内外の経済成長が年間ではマイナス（6月まではマイナス、その後、徐々に回復）
と仮定して仮置き。今後、新型コロナの影響がより明らかになってきた段階で、見直
しを行う予定。

「活力ある社会の発展と地球の健やかな未来を支える」企業として、できることを
グループをあげて実行していく。

「Vision 2021」
ステージ１ の
総括

国内損保は当初の想定を上回る成長力と収益力を発揮。 国内生保も着実に進捗。

海外事業は課題を踏まえて次なる成長のための基盤を構築。

デジタライゼーションの推進で将来の成長に向けた基盤確立。
ＣＳＶ取組みもグループ内に浸透。

「Vision 2021」
ステージ２の
成長戦略

新型コロナ影響は不透明であるが、影響の続く間は事業費削減に 優先で取り組み、
収束後は環境変化もチャンスとして一層の成長を図る。

2021年度のグループ修正利益目標は暫定的に3,000億円とするが、グループ修正
ROE10%の目標は変更せず、資本効率の向上に取り組む。

新型コロナ影響等もあり、ポートフォリオ変革の達成は後ろ倒しとなるが、海外事業
は、構築し直した基盤をベースに、MS Amlinの収益性回復やアジアの成長力により、
着実な利益拡大を実現する。

CSV取組みを成長ドライバーとして、中長期的な成長を加速する。

株主還元 2019年度決算分は、年間配当150円（前期比10円増配）と自己株式取得150億円
（2019年11月19日決定の200億円とあわせ合計350億円）を予定。
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新型コロナウイルスの影響 短期業績への影響

•新型コロナ影響により先行きは不透明であるが、短期業績への影響は、2020年の国内外の経済成長はマイナス（6月まではマ
イナス、その後、徐々に回復）と仮定して仮置き。今後、新型コロナウイルスの影響がより明らかになってきた段階で、見直しを
行う予定。

（単位：億円）

収束が遅れた場合の影響

国内損害保険
事業

↓ 企業分野のトップライン減少
↑ 自動車保険等の損害率低下
↓ 中計の施策が後ろ倒しに

国内生命保険
事業

↓ 新契約の獲得の大幅な減少、経済的価値（EV）の成
長が鈍化

↑ 初年度コストの減少、単年度利益にはプラス
↓ 感染者数・死者数の大幅増なら、支払保険金増加

海外事業
↓ トップライン減少、 保険金の支払い増加の可能性
↓ 「グローバルに連携した成長」がスピードダウン

資産運用
↓ キャピタル損の発生、株式売却益・利配収入減少
の可能性

↓ ESR低下の可能性

その他 ↓ 新規事業投資が抑制的に

2018年度実績 2019年度実績 2020年度予想 2021年度目標

1,898 2,331 1,800 3,000

6.1% 8.0% 6.1% 10.0%

1,927 1,430 1,300 －

グループ修正利益

グループ修正ＲＯＥ

当期純利益

2019年度の主な影響

①国内上場株式評価損： ▲318億円
（第４四半期増加額は▲275億円）

②のれん一時償却（Challenger）： ▲366億円

③関係会社株式売却損失引当金(ReAssure)：▲169億円

※②・③はグループ修正利益には影響しない

2020年度の影響見込み額

• 発生保険金等の増加（主に海外）： 約▲200億円

• 資産運用利益の減少（国内外計）： 約▲600億円

税後影響額合計：約▲640億円
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新型コロナウイルスの影響 ステークホルダーへの対応

•「活力ある社会の発展と地球の健やかな未来を支える」ことをミッションとする企業として、新型コロナウイルスからお客さまの
生活や事業活動を守るため、できることをグループをあげて実行していく。

 ご契約継続手続き、保険料払込の猶予、
ご契約者さまの捺印・署名の省略

 海外旅行傷害保険の期間延長、新型コロナ
ウイルス感染症を補償する商品の拡大

 休業損害を補償する保険で一時金のお支払い 等

確実な保険⾦のお⽀払い確実な保険⾦のお⽀払い
 シフト制による出勤体制の導入

 損害サポート/サービス業務の簡略化

 事故受付などのコールセンター業務の分担 等

 従業員の雇用の維持

 当社グループに求められる社会的責任を果たす
ため、在宅勤務を積極活用し出社人数を制限

在宅勤務をサポートする環境整備

• 社外接続できるインターネット回線の増強
• 業務用携帯／Wi-Fiルーターの追加配備、通信費の会社負担
• シンクライアントPC／自宅PCシンクライアント化の活用

「働き方改革」の観点から
今後の変革につなげていく

お客さまへの対応 従業員への対応

社員がいきいきと活躍できる経営基盤
 多様な働き方ができる職場環境の整備
 健康経営の実践

地域社会・国際社会への対応
 パンデミック緊急ファシリティへの参画

 特定警戒地域に指定された自治体や
ユニセフ等への寄付 等

ご契約の継続サポートなどご契約の継続サポートなど

健康を最優先とした取組み健康を最優先とした取組み

• 中国の影響力の拡大

• 食・医療の自給率の見直し（安全保障）

• コロナ対策における新たな国際協調気運の
高まり

Politics

• サプライチェーンの見直し（グローバルな分業か
ら国内生産への回帰）

Economy

• 監視社会の広がり

• リモートワークスタイル、巣籠り消費の定着

• 格差や差別の拡大

• 感染症、パンデミック対応への関心の高まり

• 大都市集中密集の回避⇒地方創生

Society

• 生活スタイルやビジネススタイルへのデジタル
化の急速な浸透と、それに伴うサイバーリスク
の拡大

Technology

新型コロナウイルスの影響 中⻑期の影響
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•パンデミックに伴う環境変化を踏まえ、リスク対応を一層強化しつつ、新たに生まれる社会的課題を解決する商品・
サービスの提供を行い、社会の安定を支えつつ、持続的に成長する。

パンデミックに伴う環境変化
リスク

• 景気後退に伴うトップライン減少の可能性

• 資産運用リスクの拡大

• インターネット直販の拡大

機会

• 国内での投資・雇用の拡大

• 生命保険や第三分野補償への関心の高まり

• 感染症/パンデミックについてのBCP構築ニー
ズの高まり

• 感染症/パンデミックや行政指導による業務停
止やイベント中止に伴う損害への保険ニーズ
の高まり

• サイバーリスクに対する保険やコンサルティン
グへのニーズの高まり

• デジタル技術を活用したワークスタイルの浸
透・定着による業務効率アップ

• 自動運転技術革新の加速

• Grabなどとの連携効果の拡大

• 地域密着型営業など多様なお客さまニーズ

新
た
な
社
会
的
課
題
の
解
決
策
を
提
供



Ⅰ. 「Vision 2021」ステージ１の総括

１．⽬指す姿への達成状況
２．MS&ADの成⻑モデル
３．「Vision 2021」ステージ１の総括

１．⽬指す姿への達成状況

中期的に目指す姿（2021年度目標）
「世界トップ水準の保険・金融グループ」

2019年度の進捗状況

中期的に目指す姿の達成

環境変化に対応できるレジリエントな態勢の構築

スケール
５位

（FORTUNE GLOBAL 500 2019, 
P&C）

世界の損害保険会社グループ
トップ10圏内

資本効率 8.0％ グループ修正ROE10%

財務健全性
186％

（参考：UFR適用時 204％）
ESR180%~220%

ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ分散 46％
国内損害保険事業以外で50％
（利益ベース）

政策株式の
占める割合

リスク量 の 26.1％
連結総資産の 9.2％

政策株式が
グループのリスク量の30%未満、
連結総資産の10%未満

収益性
自然災害除くＥＩコンバインドレシオ

91.4％
国内損害保険事業のコンバインドレシ
オ95%以下を安定的に維持

ﾆｭｰﾌﾛﾝﾃｨｱ2013

（2010年度～2013年度）

Next Challenge 2017

（2014年度～2017年度）

Vision 2021 （2018年度～2021年度）

CSV※に基づく経営の展開

※CSV：Creating Shared Value

•スケール、財務健全性、政策株式の占める割合、収益性は目標水準を維持。

•資本効率、ポートフォリオ分散は目標達成に向けて引き続き取り組む。

国内損害保険事業の

収益力向上

資本効率の向上

価値創造ストーリー
の構築

国内損害保険事業の
収支改善

財務健全性の確保

Mission, 
Vision,

Valueの策定

レジリエントで
サステナブルな社会

2030年に目指す社会像
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２．MS&ADの成⻑モデル

•強固で安定的な国内損害保険事業をベースに、生保事業・海外事業を将来的な成長の柱とする。

•強化・拡大・創造の３つの投資により、利益成長を加速。

•CSV取組みの浸透により、社会の発展を支えて、長期持続的に成長。

生保事業・海外事業： 将来的な成長の柱

グ

ル
ー

プ
修

正

利

益

創造の投資

国内損害保険事業： 安定的維持・強化

強化の投資

拡大の投資

グ
ル
ー
プ
修
正
利
益

2.71

2.76
2.78

2.86

△ 1.0%

1.9%

0.8%

2.8%

2016 2017 2018 2019 （年度）
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３．ステージ１の総括 (1) 国内損害保険事業

トップライン（正味収⼊保険料※）

テレマティクス⾃動⾞保険

安全・安心なクルマ社会の実現に向け、テレマティクス技術を活用
した自動車保険の販売を拡大

 販売状況（2020年3月末現在）

（累計販売件数)

約 38万件

2020年1月販売の運転挙動保

険料反映型のタフ・見守るクル
マの保険プラスは約8万件

61.6%

58.4%

56.5%

59.3%
59.7%

58.8%

58.9% 58.8%
58.1%

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

（除く自然災害）

⾃動⾞保険ＥＩ損害率の推移（含む損害調査費）

ステージ１は、主⼒の⾃動⾞保険・⽕災保険
の好調を主因に⼒強く成⻑

業界トップレベルの増収率を継続

•グループ中核事業として力強く業績を牽引。相次ぐ自然災害への対応などが事業費率に影響したが、さらなる収益力の拡大
のため業務効率化へ向けたR&D投資を計画的に実行。

（兆円）

良好なEI損害率
を持続、収益力
でも高い貢献

対前年
増収率

※三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保、三井ダイレクト損保の
単体数値の単純合算値



３．ステージ１の総括 (2) 国内⽣命保険事業
・世界的な金利の低下等の影響によって足元ではトップラインが減少するも、ステージ１の取組みを着実に推進。

• 生存給付金を生前贈与に活用できる終身保険（生前贈与型商品）が
引き続き好調。

• 長寿リスクに備える外貨建てトンチン年金や社会貢献特約等、他社に
先駆けた独自性の高い商品開発で、窓販マーケットをリード。

• 平準払い商品の全国展開を通じて顧客基盤を拡大。

• 顧客のライフスタイルに合わせたきめ細やかな提案により、収入保
障、医療保険等の保障性商品の販売を強化。足元では医療保障等
に係る保険料ウェイトが増加。

新契約年換算保険料・保有契約⾼の推移 収⼊保険料・保有契約⾼の推移

三井住友海上あいおい⽣命 三井住友海上プライマリー⽣命

（億円） （兆円）
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0
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800

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

（年度） （年度）
※ 2019年度の保有契約高の減少は主として為替（豪ドル安・円高）によるもの

• 損保販売網を活用したクロスセルの推進等により、販売基盤を一層
強化。

0

6

12

18

24

うち 医療保障・生前給付保障等

（兆円） （兆円）

保有契約高（右目盛）
保有契約高 （右目盛）

新契約年換算保険料（左目盛）

0

0.5

1

1.5

2

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

うち 生前贈与型商品

収入保険料 （左目盛）

 アジア・米州・欧州の３地域持株会社体制から、MS本社
直轄体制に変更

本社主導でグループベースの連携とガバナンスを強化

３．ステージ１の総括 (3) 海外事業
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•環境変化を踏まえ、グループ各社が有する強みの地域横断での活用を可能とし、よりスピーディな意思決定によるグロー
バルベースでの成長実現のため、海外地域事業の組織再編を実施。

成果と課題 海外地域事業の組織再編

 引受厳格化等の取組みにより一般保険リ
スクの損害率は改善傾向

＜課題＞ 収益性回復に遅れ

 MS FCがグループ連結に加わり、盤石な
アセアンNo.1ポジションを構築

 ミャンマー新規出資、スリランカ追加出資

 欧州・米州・アジア・中国・日本の5極体制
で推進

 CASE・MaaS領域の進展

 収益性向上と米国風水災リスク量の削減

 Challengerの持分法適用
 ReAssureのPhoenixとの統合
 中国交銀人寿への出資合意

MS Amlin

アジア

テレマ・モビリティ

海外⽣保

本社再保険

コスト削減と成長を加速

【2019年度業績への⼀時的な影響】
 のれん等の減損：△1,719億円（税後影響△1,568億円）

 再編に伴う税金費用の減少：＋1,667億円

MS本社

アジア
損保現法

米州
損保現法

欧州
損保現法

専⾨部
経理、財務企画
リスク管理、IT 等

連携強化

国際事業部
（地域戦略、事業推進・管理）

国際企画部
（全体戦略）

全体戦略
連携強化 サポート

 「世界トップ水準の保険金融グループ」へ
のプラットフォームを構築

＜課題＞

事業全般 ① グループ各社が有するスキルやネット
ワークなどの強みの地域横断活用

② 急速な環境変化に対応できる、より
スピーディな意思決定



・MS、ADの２社共同取組など、国内外でグループ総合力を発揮し、成長と生産性向上を実現。
・共同取組の一層の展開により、グループのプレゼンス向上、成長と生産性向上をステージ２でも実現していく。

３．ステージ１の総括 (4) グループ総合⼒の発揮

国内取組事例︓MS・AD沖縄⽀店

コミュニケーション・ミーティングの開催

 「水災・地震への備え提案運動」を両社の代理店会で
共同展開

両社の強みを活かした企業開拓

重複する事務業務の共有化・省略化、事務ノウハウ
の共有による業務効率化

人財育成研修の共同開催

飲酒運転根絶活動等の地方創生取組によるグルー
ププレゼンスアップ

海外取組事例︓MSIGシンガポール・AIS Asia

AIS Asia※

GrabRentals

TransLog

⾛⾏
データ

MSIG SG
保険料

保険代理店
運転
スコア

代理店
⼿数料

分析
フィー

デバイス

※ 2017年10⽉にAD100%出資でシンガポールに設⽴したテレマティクス事業の拠点

 テレマティクス活⽤型フリート保険の提供
 データ活⽤をした損害率低減取組の実施

テレマティクス活⽤型フリート保険
の提供

TOYOTA
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 シンガポール、東京にグローバルレベルで有機的な事業
連携を検討する場としてグローバルデジタルハブ（GDH）
を設置

 イスラエルのイノベーション推進企業（フィン・テルアビブ、
SOSA）と提携

 スタートアップ企業のノウハウ・技術を海外拠点へ展開・連
携を開始

 デジタルツール（チャットボット、RPAなど）を活用し
業務プロセスの改革を実行

 AI搭載の代理店営業支援システム導入（2020年2月）

 テレマティクス・ドラレコを活用した自動車保険（見守る・
つながる）・損害サービスを展開

15

３．ステージ１の総括 (5) デジタライゼーションの推進
• 米シリコンバレーのCVCによる先進スタートアップへの出資など、ビジネス変革へ向けた取組みをグローバルに展開。

• 様々な推進策の実行、デジタル人財の育成、グループ内ノウハウ連携により、強固なデジタライゼーションの推進基盤を構築。

 シリコンバレーで 国内外の 実務担当者 がイノベーション
活動に取り組むプログラム（MS&AD Garage Program)を
展開

 東洋大学（INIAD）、滋賀大学等との連携によるデジタル人
財育成

 「チャレンジプログラム」等のアイデアコンテスト実施

ステージ１の取組みと成果

デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン の 推 進 基 盤 の 構 築 が 完 了
急 速 な ビ ジ ネ ス 環 境 の 変 化 に 対 応 す る 態 勢 を 確 立

CVC設⽴とスタートアップ投資実⾏

様々な推進策を実⾏ ノウハウのグローバル連携開始

デジタル⼈財を育成

グローバル・
プラットフォーム

グローバル・
プラットフォーム

 2018年10月 米シリコンバレーにCVC（コーポレート・ベ
ンチャー・キャピタル）を設立

 中期的視野での技術獲得を目指し、ベンチャー投資（投
資実績33社／2020年3月末）を実行、グループ各社との
事業提携が進捗



３．ステージ１の総括 (6) CSV取組み
•グループ内に浸透。社会的課題の解決を当社の成長につなげるベースに。
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取組事例

グループ内への浸透︓社員⼀⼈ひとりの意識の向上
サステナビリティ・コンテスト

• 応募件数累計（2018～2019）：835件

• 価値創造ストーリーを実践するなかで
社会的課題に気づき、新しい商品・
サービスを提案

社会へのインパクト

当社グループへのインパクト

サイバーセキュリティ関連商品
サイバーリスクから守るリスクマネジメント

サービスやセキュリティ対策を支援

社会へのインパクト
地方自治体との連携による

地域課題の解決等

①SDGｓ取組支援
（提携自治体数：369）

②外国人居住者の交通事故防止支援
③認知症予防策の普及支援
④里親制度の普及支援 等

約17億円（前年度比37.6％）増収

サイバーリスクから守られている法人・組織

2018年度9,846社 2019年度12,280社

地域企業へのＳＤＧｓ取組の普及、
外国人居住者による交通事故の減少
認知症の発症の抑制、親と暮らせない子ども
の減少 など

約100億円の増収

当社グループへのインパクト

リアルタイム被害予測
ウェブサイト
cmap.dev
（シーマップ）
2020年2月「地球環境大賞」受賞

優秀賞受賞取組みの例

Ⅱ. 「Vision 2021」ステージ２の成⻑戦略

１．経営数値⽬標の達成状況と⾒通し
２．⾮財務指標のグループ⽬標と実績
３．３つの重点戦略
４．資本政策
５．CSV取組み



１．経営数値⽬標の達成状況と⾒通し

18

•新型コロナ影響は不透明であるが、影響の続く間は事業費削減に 優先で取り組み、収束後は環境変化もチャンスとして
一層の成長を図る。

•2021年度のグループ修正利益目標は暫定的に3,000億円とするが、グループ修正ＲＯＥ10%目標は変更せずに資本効率の
向上に取り組む。

（単位：億円）

実績 前期比 予想比 当初目標比 予想 前期比 目標 当初目標比

2,331 433 131 △399 1,800 △531 3,000 △500

 国内損害保険事業 1,195 △273 125 △545 1,300 104 1,770 △50

  (除く政策株式売却等損益) (984) (333) (294) (△406) (1,170) (185) (1,500) (80)

 国内生命保険事業 297 △19 7 17 250 △47 410 △40

 海外事業 494 440 24 △166 200 △294 750 △420

 金融サービス事業/

　リスク関連サービス事業
48 △10 △22 △2 50 1 70 10

8.0% 1.9pt 0.9pt △0.3pt 6.1% △1.9pt 10.0% -

1,430 △496 △570 － 1,300 △130 － －

35,737 733 487 437 34,000 △1,737 35,800 △1,300

13,934 △2,065 744 △1,466 10,040 △3,894 10,000 △6,000

8,902 707 △118 △798 9,120 217 9,620 △880

－△13pt (Economic Solvency Ratio) 186% －－ －

ＭＳＡ生命EEV

連結正味収入保険料

生命保険料（グロス収入保険

料）

180%～220%

2019年度 2020年度

グループ修正利益

 グループ修正ＲＯＥ

　　当期純利益

2021年度

ESR

※1 MS海外事業再編影響のうち2019年度の支払法人税等減少額296億円を含む
※2 生命保険料（グロス収入保険料）は国内生保子会社のみ

※1

※2

6.1%

8.0%

6.1%

10.0%

2018 2019 2020
予想

2021
目標

１．経営数値⽬標の達成状況と⾒通し

0.8%

△5.6%

5.0% 4.5%

5.9%
5.2%

7.9%

3.7%

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 （年度）

948874

145

2,137

1,051

1,557
1,475

△875

（単位：億円）

1,898

2,331 

3,000

■ 国内損害保険事業 ■ 国内生命保険事業

■ 海外事業 ■金融ｻｰﾋﾞｽ事業/リスク関連事業

グループROE

Vision 2021

グループ修正ROE

Next Challenge 2017ニューフロンティア2013

（参 考）グループコア利益とグループROE （単位：億円）

グループ修正利益とグループ修正ROE

（年度）

■ 国内損害保険事業 ■ 国内生命保険事業

■ 海外事業 ■ 金融ｻｰﾋﾞｽ事業/リスク関連事業 ■ その他※

1,800

※ MS海外事業再編影響のうち2019年度の支払法人税等減少額
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テーマ モニタリング指標 2018年度実績 2019年度実績 2020年度以降のグループ目標

社会との共通価値を
創造

7つの重点

課題
「社会との共通価値を創造」する取
り組みとなる商品開発・改定等

７つの重点課題に関し、4つの取組方法

（商品・サービスの提供、投融資、、研究・
政策提言、社会貢献等）を定め、定性的に
確認

社会の信頼に応える
品質

品質向上 ご契約時のアンケートにおける
お客さま満足度

97.1% 97.7％ 前年度同水準以上

保険金お支払い時のアンケートに
おけるお客さま満足度

96.6% 96.6% 前年度同水準以上

環境負荷
低減

CO2 排出量削減率
数値は基準年度（2009年度）からの
削減率

▲13.3%

統合レポート2020にて
開示予定

基準年度（2009年度）のCO2排出量に対
し、2050年に70%、2020年に30%削減

総エネルギー使用量 ✓
（ ）は基準年度からの削減率

987,452GJ
(▲30.3%)

紙使用量 10,545t 対前年度比改善

社員がいきいきと活躍
できる経営基盤

ダイバーシ
ティ &
インクルー
ジョン

女性管理職比率 （国内）✓
（ ）は海外を含むグループ連結ベース

12.4%
(18.1%)

14.8% 15.0% (2020年度）

社員満足度「いきいきと働く」 4.3 ポイント 4.5ポイント 前年度同水準以上

グローバル従業員数・比率✓ 8,958人(21.6%) 9,236人(22.2%) サステナビリティKPI以外の主なモニタリン
グ指標

障がい者雇用率✓ 2.37% 2.42％※2

健康経営 社員満足度「誇り、働きがい」 4.4 ポイント 4.4ポイント 前年度同水準以上

年次有給休暇取得日数 15.6日※1 統合レポート2020にて
開示予定

前年度同水準以上

男性育児休業取得率 63.9% 前年度同水準以上

社会貢献活動実施社員数 23,601名 27,673名 前年度同水準以上

２．⾮財務指標のグループ⽬標と実績

✓2018年度数値は、当社統合レポート上で、KPMGあずさサステナビリティ株式会社による第三者保証を受けている。 ※1 大規模自然災害対応の影響 ※2 2020年4月1日時点

・新しいリスクに対処する
・事故のない快適なモビリティ社会を作る

・レジリエントなまちづくりに取り組む

・「元気で長生き」を支える

・気候変動の緩和と適応に貢献する

・自然資本の持続可能性向上に取り組む

・「誰一人取り残さない」を支援する

７
つ
の
重
点
課
題
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３．３つの重点戦略 (1) グループ総合⼒の発揮

成⻑（トップライン拡⼤）

品質向上 ⽣産性向上

収益⼒の強化 業務効率化

財務健全性

グループの強みを最⼤活⽤

事業効率化効果︓300億円事業効率化効果︓300億円

•グループの品質向上と生産性向上に向けた更なる取組みを進め、競争力強化を図る。

•ステージ2における事業効率化効果（国内・海外合計）として、300億円の目標を設定する。

グループ連携の強化 共通化・共同化の推進

多様性

資本

人財

顧客基盤

商品・事務共通化

共同損害サービスシステム

健康・医療に関する
商品・サービス

リスク関連
サービス事業

事業
国内損害保険

事業

事
国内生命保険

事業
海外事業

金融
サービス事業

５つの事業ドメインを支える
MS&ADグループ各社



３．３つの重点戦略 (2) デジタライゼーションの推進
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•顧客体験価値の向上と業務生産性の向上に資する３つの主要取組（DX、DI、DG）を推進し、グループの持続的成長を促進。

DX DGDIデジタル・
トランスフォーメーション

デジタル・
イノベーション

デジタル・
グローバリゼーション

変化する事業環境下において競争力を向上させ、
持続的成長を実現させるためのエンジン

改革 創造 展開

既存ビジネスを改革し、競争力強化す
るとともに業務効率化・合理化を実現

データ・デジタル技術の活用により、
新たなビジネスモデルを創造

ノウハウを国内外で相互展開、
グローバルにDX,DIを推進

中核損保２社のデジタル戦略
部門（MS：デジタル戦略部、
AD:業務プロセス改革部（新設））
が業務効率化を強力に推進

 AI活用による代理店競争力強化
（例：MS1 Brain)

テレマティクス技術を活用した
損害サービスの効率化・高度化
（例：テレマ損サシステム）

 高度なデータ分析による社会や企業
のリスク課題解決（RisTech）

 デジタルプラットフォーマーとの連携
による新たなマーケットの創造
（例： Finatext 社）

 少額短期保険会社を活用した顧客
ニーズに即した商品・サービスの
提供

 先進的なスタートアップの
国内外での活用

 社内外のソリューション・ノウハウ
を活用し、お客さま体験価値向上
と業務効率化を実現
（例： MS1 Brain）

 グローバル5極（欧州・米国・日
本・アジア・中国）でのCASE・
MaaS取組を加速

DX

DI

DG

３．３つの重点戦略 (3) ポートフォリオ変⾰

50%

将来目指す姿
（イメージ）

■国内損害保険事業（除く政策株式売却等損益） ■国内生命保険事業 ■海外事業 ■金融サービス事業/リスク関連サービス事業

※1 ポートフォリオ変革取組みの
スタート時点

54%
16%

27%

3%
2019年度末

984億円
（政策株式売却等損
益211億円を除く）297億円

494億円

48億円

2015年度末※1

事業ポートフォリオの分散

リスクポートフォリオの分散（政策株式の削減）

12.7%
10.9%

9.2%

2017 2018 2019

連結総資産に占める割合グループのリスク量に占める割合
32.7%

28.8% 26.1%

2017 2018 2019 （年度末） （年度末）

55%
15%

27%
3%

2021年度末

1,500億円
（政策株式売却等損
益270億円を除く）

410億円

750億円

70億円

•事業ポートフォリオの分散は、新型コロナ影響もあり、新規事業リスク拡大を抑制的に行うことなどから、目標達成は後ろ倒しと
なるが、将来目指す姿に向け、まずはオーガニックな成長をベースに着実な取組みを継続する。

•政策株式リスクの削減は、目標水準に到達したが、マーケットのボラティリティの高まりも踏まえ、引き続きピークリスクの削減
に取り組む。
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目標
30%
未満

目標
10%
未満



４．資本政策
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•安定的な株主還元と持続的な利益成長のための投資を行い、株主価値向上を実現する。

株主還元

グループ修正利益の
40%~60%

を目処に実施

グ
ル
ー
プ
修
正
利
益

成長投資成長投資

グ
ル
ー
プ
修
正
Ｒ
Ｏ
Ｅ

10%

• システム投資等、デジタライゼーション推進
投資（DX：デジタルトランスフォーメーション）
等につき、ROIをしっかり意識した投資を実行

強化：既存事業の競争力強化のための投資

＜投資検討上の観点＞

• 価値観の共有

• 持続的な成長モデル

• リスクの分散（地理的・種目的）

ROI目標：資本コスト（７％）を上回る水準

拡大：事業ポートフォリオの分散・拡大のための投資

• ３年から５年先のゲームチェンジャー的技術、
ビジネスモデル探索のための投資活動を
CVCを通じて実行

• Cash Flow均衡を前提に当初投資を実行

• 実際の技術実装フェーズでは、上記「強化」投
資と同様にROIをしっかり意識した投資を実行

創造：新規事業領域の創造にむけた投資

RPA
オンライン
システム

５．ＣＳＶ取組み

25

・多様なパートナーと協働して、さまざまな社会的課題を解決することで、グループの中長期的な成長をドライブする。
・社会への提供価値が高く、当社事業の中長期的な発展・成長につながる取組みを推進。

産官学連携、NGO・社会的企業、スタートアップ企業との共創、
国際的なイニシアティブへの参画

社員一人ひとり
の実践

レジリエントでサステナブルな社会の実現

社会的課題の解決

気候変動への対応
脱炭素社会への貢献

自然資本の保全 人権尊重

CSV取組み
•価値創造ストーリーの実践を通じて社会へのインパクト、当社グループへのインパクトをさらに拡大する
•保険引受や投融資におけるESGを考慮した業務プロセス、KPI定量指標の導入を検討
•収益性を前提とした社会的課題解決を目指す投資、ESG視点でのスクリーニング等資産運用を通じたCSV

ＥＳＧ投融資の取組強化はP.70の通り

最優先課題

多様なパートナーとの協働

＜例＞
気候変動リスクを把握し、
BCPに備えるCSV取組み

世界規模で洪⽔リスクを把握
LaRC-Flood®プロジェクト
産学連携による研究をWebサイトで公開

気候変動
への対応

【具体的な取組事例】



Ⅲ. 事業別の成⻑戦略

１．国内損害保険事業
２．国内⽣命保険事業
３．海外事業
４．資産運⽤

1,469 

1,195 
1,300 

1,770 

2018 2019 2020
予想

2021
目標

１．国内損害保険事業 (1) グループ修正利益の推移
•2019年度のグループ修正利益は国内自然災害の多発の中でも、通期では1,195億円と11月に発表した修正予想を
上回って着地。

•2020年度は、2019年度を105億円上回る1,300億円を予想。

（単位：億円）

（年度）

Next Challenge 2017ニューフロン
ティア2013

（参 考）グループコア利益

（年度）

（単位：億円）

Vision 2021

グループ修正利益の推移
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1,770



火災 海上 傷害 自動車 その他

 自動車保険マーケットシェアの維持・拡大

 カジュアルティ種目を中心とするニューリスク分野の強化

 デジタライゼーション推進によるビジネスモデル改革

Vision 2021 ステージ２ 国内損害保険事業の戦略

• 国内トップレベルの規模・収益力を誇るグループの中核事業として、収益力のさらなる拡大へ向けた取組みを推進。

１．国内損害保険事業 (2) 成⻑戦略

28

トップライン

事業費削減加速・収益力強化

ボトムライン

 自動車保険収益力の維持・拡大

 収益源泉種目のポートフォリオ分散

（火災収益性改善とカジュアルティ種目拡大）

 業務効率化と自然災害対応の高度化

2017 2019 2021
目標

2.7
兆円

2.6
兆円

収益源泉の種⽬を分散
利益拡大

国内損害保険事業正味収⼊保険料※1 保険引受利益（異常危険準備⾦反映前）※2

※１ 国内損保各社で引き受けている海外再保険等を除く ※2 三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保の単体数値の単純合算値
（2021年度グラフは現時点の計画数値を踏まえたイメージ）

2.7
兆円

優位性の維持・拡大

△1,166

77 53 

1,199 

254 

火災 海上 傷害 自動車 その他

収益性改善

2019年度

2021年度イメージ

(億円）

（年度）

※1 MSがアクセンチュアと提携して開発した、ビッグデータや分析アルゴリズムを活用し、
防災・減災提案を行う新たなサービス

商品改定効果の確実な取込み
 着実かつ丁寧な満期更改⼿続きの励⾏による継続率・単価アップ

取組の推進
 2019年10⽉の参考純率改定、損害率実績を踏まえた料率体系

設定の検討

企業契約の収⽀改善取組、防災・減災取組
RisTech※1やインタ総研を活⽤した防災・減災取組を推進 600 666 732 795

0

200

400

600

800

1,000

2017 2018 2019 2020計画 2021見通し

 成⻑市場である中⼩企業分野とニューリスク対応を強化
 ⽶国ソーシャルインフィレ―ションの影響を考慮し

適切なアンダーライティングを実⾏

中⼩企業向パッケージ商品の拡販
 成⻑余⼒のある市場でさらなる拡⼤を推進

１．国内損害保険事業 (3) ⽕災保険収益⼒強化とカジュアルティ種⽬の成⻑

ステージ２の戦略
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 ⿊字化実現へ向けた収益⼒強化取組の推進
 2019年10⽉の参考純率改定等を踏まえた商品・料率改定の

継続検討

⽕災保険収益⼒強化対策 カジュアルティ分野の拡⼤

ニューリスク対応商品（総合補償プランの拡充）
 ニューリスク分野について、総合補償プランの充実により、

分野毎の対応⼒を強化

収益⼒強化策の実⾏
 ⽶国のソーシャルインフレーション影響などリスク状況の変動を

とらえ、適切なアンダーライティングにより収益⼒を強化

(億円）

保険料※3

ステージ １
ステージ 2

(年度）約740契約※2の条件変更・料率改善を
実施、収益性を改善

＜ステージ１の成果＞

マンション管理組合契約の収⽀改善取組
 「事故状況による保険料調整制度」を活⽤した収⽀改善および

優良契約の獲得

2018年度末対⽐で、EI損害率が38.1pt※2改善

※2 MS,AD2社の数値を単純合算し集計

＜ステージ１の成果＞

※3 ＭＳの「ビジネスプロテクター」、「ビジネスＪネクスト」、ＡＤの「タフビズ賠償総合保険」
「タフビズ建設業総合保険」「タフビズ業務災害補償保険」の営業保険料ベース

・グループの収益課題への対応として、黒字化実現へ向けた火災保険収益力強化と、成長分野のカジュアルティ種目拡大の
取組みを加速する。



△400
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0
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200
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2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

BRIDGE 開発費・減価償却等

BRIDGE コスト削減効果

商品事務共通化 開発費・減価償却等

商品事務共通化 コスト削減効果

オンライン刷新 開発費・減価償却等

オンライン刷新 コスト削減効果

コ
ス
ト
削
減
効
果

減
価
償
却
費
等

（億円）

239
266

290

33.2%
32.2%

32.5%
33.1%

35.1%
34.9%

30.0%

31.9%
32.4%

33.9%

33.6%

2013 2017 2018 2019 2020年

予想

2021
見通し

将来の

目標

⼤規模システム投資の効果と事業費削減取組
• 着実なR&D投資効果の発現に加え、さらなる事業費削減策を推進。

プロジェクト 投資額 導入開始

オンラインシステム刷新 約880億円
2019年度より順次導入

商品・事務の共通化 約110億円

共同損サシステム（BRIDGE） 約700億円※1 2021年度

※5 MSとADの 単体数値の単純合算値
※6 基盤構築を含む環境変化への対応、生産性向上・品質向上等に資する

研究開発への投資コスト
※7   正味収入保険料の減収

（年度）

１．国内損害保険事業 (4) 事業費率削減に向けた取組み
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事業費率※5の推移

効果※2が順次発現

（億円）

（年度）

（年度）

※1 前回資料記載の620億円は2021年度までの投資額

R&D費用※6 を除く事業費率

120

 業務のデジタル化と既存業務の
見直しによる効率化

 システム関連費用の圧縮 など

※2 業務効率化により見込まれる業務量の削減等を事業費に換算したもの

※3 減価償却費＋システム開発費・運営費（費用処理額）、サーバ老朽化対応費用を含む

（対2018年度）

消費税の増税 ：+ 0.4pt

自賠料率改定影響※7 ：+ 0.5pt

新型コロナの影響※7 ：+ 0.4ｐｔ

再保険料増の影響※7 ：+ 0.2pt 等

※3

 大規模システム開発が進捗、事業費の削減効果が順次発現

R&D投資による事業費削減効果の見通し 事業費削減の追加対策を推進

 収益力強化のため200億円※4 規模の追加対策を推進

41 45 32

198

△102
△157

△245 △267 △275

△171 △148

※4 国内生保及び持株での削減額を含む

2,995 3,024 3,142 3,480 3,675 4,101 3,369 3,711 3,826 4,052 3,879 
606 617 633 679 728 727

641 679 704 691 496 1,918 2,119 2,149 2,173 2,191 2,045
2,049 2,089 2,153 2,035 2,063 

11,115 
12,024 12,354 12,672 12,914 13,174

13,346 13,432 13,421 13,834 13,957 

2,586 
2,912 

3,100 
3,377 3,478 

3,571
3,556 3,515 3,373 3,467 2,946 

2,546 

2,741 
2,794 

2,907 
3,077 

3,374 3,739 3,794 3,981 
4,164 

4,100 

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
予想

火災 海上 傷害 自動車 自賠責 その他

（年度）

26,066
25,291

26,995 26,702
27,223

１．国内損害保険事業 (5) 種⽬別正味収⼊保険料の推移

27,460

（単位︓億円）

28,247

23,439

21,769

24,174

※三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保の単体数値の単純合算値
（ 2010年度は三井住友海上、あいおい損保、ニッセイ同和損保の単体数値の単純合算値）

27,440
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△ 507 

△ 1,740 

95 
△ 522 △ 194 

△ 838 
△ 234 △ 559 

△ 943 
△ 1,384 

65 104 34 40 116 85 50 88 115

△ 184 

△ 64 

△ 73 

△ 103 

△ 21 

79 47 46 111 105 

△ 539 

△ 506 

△ 241 

72 

585 

913 
1,116 

853 

962 

1,053 

327 306 155 152 

△ 120 

169 
198 

501 
409 193 

△837

△ 1,900 

△ 30 
△ 361 

287 

439 
1,213 893 628 84 

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

その他 自動車 傷害

海上 火災 合計
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１．国内損害保険事業 (6) 種⽬別保険引受利益の推移

項目／年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
2020

（予想）

保険引受利益 △837 △1,900 △30 △361 287 439 1,213 893 628 84 550

異常危険準備金ネット取崩（利益影響） △0 1,395 419 30 △313 △816 △818 △446 798 △333 △528

保険引受利益（異常危険準備金反映前） △837 △3,295 △449 △391 601 1,256 2,031 1,339 △169 418 1,078

自然災害等※１（参考） △659 △3,115 △551 △963 △272 △681 △510 △1,188 △2,353 △1,229 △695

（単位︓億円）

（年度）

※ 三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保の単体数値の単純合算値。（2010年度は三井住友海上、あいおい損保、ニッセイ同和損保の単体数値の単純合算値）
※1 自然災害等には、2014年大雪、その他の自然災害を含む。2017年度より2社の当年度発生国内自然災害および海外自然災害のインカードロスの金額を表示。

2019年度より2社の当年度発生国内自然災害および海外自然災害のインカードロスの合計から2018年度自然災害に係るキャットボンド回収額を控除した金額を表示。
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１．国内損害保険事業 (7) 異常危険準備⾦残⾼の状況

※ 三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保の単体数値の単純合算値
※ 残高率＝異常危険準備金残高÷正味収入保険料（除く自賠責）

6,477 
6,790 

7,607 

8,425 
8,871 

8,073 
8,406 

8,935 

2,050 2,166 
2,523 2,726 2,669 

1,639 1,857 2,068 

29.6% 30.1% 32.5%
36.4% 37.4%

33.5% 33.9% 36.5%

58.9% 58.9% 61.5%

80.9%

71.9%

42.8%
45.8%

53.3%

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
予想

全種目（残高） 火災（残高） 全種目（残高率） 火災（残高率）

（年度）

異常危険準備⾦残⾼の推移
（単位：億円）

•将来に備え一定の残高水準を確保するため、2019年度はMSで350億円、ADで180億円の追加繰入を実施。

•2020年度の火災保険の繰入率は、MS 6%、 AD 15%。
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102.8%

116.6%

105.2%

98.2%

95.8%

91.6%

92.4%

92.7%

99.4%

95.8%

96.9%

103.3%

116.1%

102.1%
101.1%

96.4%

93.0%

91.3%

94.1%

100.6%

96.4%

95.4%

91.9% 91.7%
95.2%

90.8%
91.4% 92.6%

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

WP EI

WP EI

Vision 2021Next Challenge 20172013
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2009 6

2019 2019 9

2017 5
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Ⅲ. 事業別の成⻑戦略

１．国内損害保険事業
２．国内⽣命保険事業
３．海外事業
４．資産運⽤

182
147

190 207
292

71

59

64 46

52

2013 2014 2015 2016 2017

２．国内⽣命保険事業 (1) グループ修正利益の推移

• 2019年度の国内生命保険事業のグループ修正利益は、年初予想を7億円上回る297億円となった。

• 2020年度は前期比▲47億円の250億円となるも、収益性の高い保障性商品の保有増等により2021年度は410億円を見込む。

うちMSA生命
うちMSP生命

グループコア利益

グループ修正利益の推移

233
203

150

200

108
120

120

230

2018 2019 2020
予想

2021
目標

うちMSA生命
うちMSP生命

グループ修正利益※

Vision 2021

（単位：億円）

410

297
316

Next Challenge 2017ニューフロン
ティア2013

（単位：億円）

343

251250

204

244

※ 生保事業の合計値にはパーチェス差額調整等を含む

（参 考）グループコア利益

（年度）
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ニーズを捉えた商品開発とコンサルティング⼒の強化

２．国内⽣命保険事業 (2) 成⻑戦略

ERM経営に基づく資産運⽤の⾼度化
三井住友海上あいおい⽣命 三井住友海上プライマリー⽣命

• 資産デュレーションの⻑期化による⾦利リスクの削減
• 収益期待資産ポートフォリオの⾒直しによる運⽤収益の向上
• 収益性の⾼い保障性商品の販売拡⼤

• リスクを分散しながら運⽤効率を⾼めるＡＬＭ運⽤を推進
• 内部モデルの⾼度化等を通じたリスク管理、モニタリング

強化
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• 「人生100年時代」の到来を見据え、医療・介護、相続・贈与、長寿リスクへの対応など、多様化するお客さまニーズに応える
商品・サービスの開発・提供とコンサルティング営業力の向上を通じて、国内生命保険事業の持続的な成長につなげる。

• 環境変化に対応した資産運用の高度化により、適切なリスクテイクおよびリターン拡大を図る。

三井住友海上あいおい生命
• 働けなくなるリスク…「新総合収入保障ワイド」（収入保障）

• 病気やケガのリスク…「新医療保険Ａプレミア」（医療）

• ガンへの備え … 「ガン保険スマート」（医療）

三井住友海上プライマリー生命
• 資産継承ニーズ…「やさしさ、つなぐ」（生前贈与型終身保険）

• 資産活用ニーズ…「あしたの、よろこび２」（トンチン年金保険）

• 資産形成ニーズ…「しあわせ、ずっと２」（外貨建終身保険）

「あしたも充実」（平準払トンチン年金保険）

ニーズを捉えた商品開発

三井住友海上あいおい生命
• 「教育と研修のＭＳＡ生命」を掲げ、生損クロスセルチャネルにお

ける販売力の向上

• デジタル技術を活用した指導による代理店コンサルティング力の
向上および介護・認知症・地方創生などの社会課題の情報発信
取組強化

三井住友海上プライマリー生命
• 金融機関の販売現場でのコンサルティング営業力の向上を後押

しする活動を推進

• 金融機関・募集人向けに多彩な研修・教育を提供

• 事業承継と資産承継の両方のスキルを併せ持つ募集人の育成

コンサルティング力の向上

「くらしの応援ほけん」（収入保障）

国内生命保険事業の持続的な成長

•生損一体運営によるクロスセルを軸に、多様なチャネルを通じた販売力のさらなる強化。

•環境変化への対応に向けた態勢構築（インフラ整備や収益構造の変革）。

２．国内⽣命保険事業 (3) 三井住友海上あいおい⽣命の成⻑戦略

（年度）

⽣保併売率※

生損一体運営によるクロスセル強化

 MSP生命との連携

健康・医療分野における商品開発・サービスの
グループ内連携

営業事務業務などのグループ内役割分担見直し
による効率化

 デジタルマーケティングの推進によるお客さま
接点強化・代理店活動支援

 ＭＳ１ Ｂｒａｉｎの活用による生保クロスセル取組の
強化

 ビッグデータの分析等デジタル技術活用による
商品開発や保険引受事務の高度化・効率化

事務プロセスの 適化（定型業務のＲＰＡによる
生産性向上）

保険金支払プロセスの高度化・効率化

 先進医療等の医療技術の進展や介護・認知症対応
等を踏まえた商品開発

 低金利の影響が小さい保障性商品のポート拡大

 円債の長期化などのALMを推進

グループ総合⼒の発揮 デジタライゼーションの推進

ポートフォリオ変⾰
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※ クロスセルチャネル（プロ・企業・モーター・ディーラー）でのMSA生命保有契約者数÷MS・ADの自動車・火災保険の契約者数
（2020年度から上記ＭＳＡ生命保有契約者数に第三分野長期契約の移行分を含む。）



２．国内⽣命保険事業 (3) 三井住友海上あいおい⽣命（契約⾼・年換算保険料）
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3,335 
3,534 

3,757 
4,010 

4,123 
4,315 

4,481 4,417 

611 705 787 884 967 
1,078 

1,381 1,459 

21.1 
21.8 22.5 

23.2 23.8 24.5 24.4 24.1 

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
予想

保有契約年換算保険料（億円）

保有契約年換算保険料うち第三分野（億円）

保有契約高（兆円）

（年度） （年度）

Vision 2021Next Challenge 2017ﾆｭｰﾌﾛﾝﾃｨ
ｱ2013

423 
462 

481 
517 

388 

511 

293 

241

109
144 135 152 139

177 192
155

2.6

2.4 2.4
2.3

2.6

3.1

.2.0

1.6

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
予想

新契約年換算保険料（億円）

新契約年換算保険料うち第三分野（億円）

新契約高（兆円）

保有契約⾼・保有契約年換算保険料 新契約⾼･新契約年換算保険料
Vision 2021Next Challenge 2017ﾆｭｰﾌﾛﾝﾃｨｱ

2013

２．国内⽣命保険事業 (4) 三井住友海上プライマリー⽣命の成⻑戦略
•環境変化に迅速かつ柔軟に対応し、独自性を発揮することで競争力を強化し、安定的な事業展開を推進。

•お客さまニーズに応える、業界に先駆けた商品の提供や、募集人向け研修・教育の展開、アフターフォローの強化等を通じ、
「お客さま第一の業務運営」を積極推進。

「お客さま第⼀の業務運営」の積極推進グループの「３つの重点戦略」に資する取組み
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募集人向け研修・教育の展開を通じた募集管理態勢
の強化・募集品質の向上
－外貨建て保険販売の苦情未然防止研修の拡充
－ 新デジタル機器を導入した新研修センター活用

代理店と連携したアフターフォローの強化を通じた
契約者との接点強化

■グループ総合⼒の発揮
品質・生産性向上に向けたグループ共同取組の推進

ＭＳＡ生命との連携強化

豪州チャレンジャー社との再保険提携

高品質な募集教育・研修ノウハウのグループ内共有

■デジタライゼーションの推進
募集活動でのペーパーレス化の推進による競争力向上

新技術を活用した代理店・募集人支援強化

チャットボット活用によるお客さま応対品質の向上

■ポートフォリオ変⾰
お客さまニーズにお応えする商品ポートフォリオ拡充

お客さまの長期的な資産形成のサポートに向けた長期
保有施策の推進

グローバル運用力を通じた運用ポートフォリオ多様化

《「外貨建て保険販売の苦情未然防⽌研修」の資料イメージ 》

《東京SUCCESS研修センター（2020年4⽉リニューアルオープン）》



２．国内⽣命保険事業
(4) 三井住友海上プライマリー⽣命（収⼊保険料・保有契約⾼・純利益）

4.0
4.4

4.9

5.6
6.0

6.6 6.5 6.3

8,264 

10,540 

12,994 

10,711 
10,156 

10,956 

8,721 

5,000

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
予想

保有契約高（兆円） 収入保険料（億円）

179 

124 

178 

207 

292 

233 

203 

150 

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
予想

（年度） （年度）

Vision 
2021Next Challenge 2017ﾆｭｰﾌﾛﾝﾃｨｱ

2013
Vision 
2021Next Challenge 2017ﾆｭｰﾌﾛﾝﾃｨｱ

2013

保有契約⾼・収⼊保険料 当期純利益

（単位：億円）
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1,950 2,684
4,072 4,404 4,463 5,154 5,061

3,931
3,794 1,885

3,537 3,892 3,040 3,8405,881
6,478

5,958

7,942 8,355 8,194
8,902

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

1,326
2,374 2,455 2,529 2,841 2,943 2,934

1,022

727 882
1,223

1,321 1,418
549

2,348

3,102 3,338
3,753

4,162 4,361

3,484

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

三井住友海上あいおい⽣命 三井住友海上プライマリー⽣命

２．国内⽣命保険事業
(5) エンベディッド・バリュー(EEＶ)の推移（2013年度末〜2019年度末）

EEVの感応度 （2019年度末, 億円） 2019年度の変動要因 （億円） EEVの感応度 （2019年度末, 億円）2019年度の変動要因 （億円）

（単位：億円）

（年度末）

（単位：億円）

（年度末）

純資産価値 保有契約価値純資産価値 保有契約価値

前提条件 変動幅

リスクフリーレート 50bp上昇 799
リスクフリーレート 50bp低下 △1,214
株式・不動産価値 10％下落 △39
経費率（維持費） 10％減少 311
解約・失効率 10％減少 △303

保険事故発生率
（死亡保険）

5％低下 533

保険事故発生率
（年金保険）

5％低下 △1

株式・不動産の
ｲﾝﾌﾟﾗｲﾄﾞ･ﾎﾞﾗﾃｨﾘﾃｨ

25%上昇 0

金利ｽﾜｯﾌﾟｼｮﾝの
ｲﾝﾌﾟﾗｲﾄﾞ･ﾎﾞﾗﾃｨﾘﾃｨ

25%上昇 △286

必要資本を法定 低水準に変更 32

要 因 増減額

前年度末EEVの調整 △52
当年度新契約価値 △28
期待収益（参照金利分） 24
期待収益（超過収益分） 27

前提条件（非経済前提）と
実績の差異

△21

前提条件（非経済前提）の変更 3

前提条件（経済前提）と
実績の差異

△830

合計 △877

前提条件 変動幅

参照金利 50bp上昇 49
参照金利 50bp低下 △108
株式・不動産価値 10％下落 △52
経費率（維持費） 10％減少 123
解約・失効率 10％減少 △47

保険事故発生率
（死亡保険）

5％低下 0

保険事故発生率
（年金保険）

5％低下 △12

株式・不動産の
ｲﾝﾌﾟﾗｲﾄﾞ･ﾎﾞﾗﾃｨﾘﾃｨ

25%上昇 △23

金利ｽﾜｯﾌﾟｼｮﾝの
ｲﾝﾌﾟﾗｲﾄﾞ･ﾎﾞﾗﾃｨﾘﾃｨ

25%上昇 △110

必要資本を法定 低水準に変更 7
非流動性プレミアムを反映しない △712

要 因 増減額

期始EEVの調整 △11
当年度新契約価値 494

期待収益
（リスクフリーレート分）

63

期待収益（超過収益分） 53

前提条件（非経済前提）と
実績の差異

△83

前提条件（非経済前提）の変更 71

前提条件（経済前提）と
実績の差異

△575

その他事業関係の変動 696

合計 707

43

5,061 

5,117 

終局

金利

適用後

10,179

*1 *1

(*1) 2018年度末のEEVより、保険契約に係る有価証券などの含み損益を純資産価値
ではなく、保有契約価値に含めて表示。

(*2)

(*2)ＥＥＶ計算上、新契約価値にはリスクフ

リーレートを上回る超過スプレッドの一部の
み反映する。新契約価値に反映されないス
プレッドを考慮した実質的な新契約価値は
プラスであることを確認している。



Ⅲ. 事業別の成⻑戦略

１．国内損害保険事業
２．国内⽣命保険事業
３．海外事業
４．資産運⽤

正味収⼊保険料（損保）の推移

３．海外事業 (1) 正味収⼊保険料の推移

Vision 2021Next Challenge 2017ニューフロンティア
2013

（単位：億円）

（年度）

※「海外事業」：海外連結子会社及び持分法適用関連会社に、損保会社の海外支店、海外非連結子会社、損保会社本社の海外受再等の業績を合算したベース
※2017年度以降は、本社再保険事業を含む

• 2019年度の正味収入保険料は、 前年度並みの9,388億円となった。
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３．海外事業 (2) グループ修正利益の推移
• 2019年度のグループ修正利益は、MS Amlinおよび海外生保の増益等により、494億円となった。

• 2021年度は、750億円までの拡大を目標とする。

※2017年度以降は、本社再保険事業を含む

△1,250
△407

（参 考）グループコア利益

グループ修正利益の推移

Next Challenge 2017ニューフロン
ティア2013

（単位：億円）
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Vision 2021

54

494

200

750

2018 2019 2020
予想

2021
目標

（単位：億円）

（年度）
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３．海外事業 (3) 再編によるコスト削減と成⻑シナジー

2022年度〜Vision 2021 ステージ２再編実施
（2020年1⽉〜）

⽣産性の
向上

成⻑の
加速

組織⼒の
強化

• 再編の成果は、短期的には事業コストの削減と、アジア事業の拡大を中心に実現する。

• 中長期的には、地域横断戦略の策定・推進により、グローバルベースでの成長に繋げる。

企業分野の拡⼤
インフラ事業の開拓

リテール分野の
拡⼤

現地パートナー⾦融機関
との協業等

グループキャパシティ・
引受ノウハウの活⽤

新興市場
事業投資と

提携先との協業推進

収益⼒強化
⾃動⾞保険の損害率改善
グループノウハウ活⽤

効率的な事業運営

事業の選択と集中 オペレーション・
⼈員配置の⾒直し

グループガバナンスのグループガバナンスの
強化

経営判断の
迅速化

海外⼈財の
活⽤

デジタル 資産運⽤戦略・事業変革

地域横断戦略 － Task Force －

アジア事業の拡⼤ ＋50億円の利益創出

グローバルベースでの成⻑へ

事業コスト 年間100億円以上の削減



３．海外事業 (4) MS Amlin収益性回復取組
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• 収益性回復は計画より遅れが出ているものの、一般保険リスクの損害率は改善傾向にある。

• 不採算種目・非中核分野からの撤退を実施し、一般保険リスクの損害率改善取組を加速して、安定的な利益を生む事業ポー
トフォリオへの転換を進める。

⼀般保険リスクの損害率改善状況 改善取組

１．不採算種⽬からの⼤規模な撤退
（英国の財物・中⼩企業、航空保険元受等）

２．継続的な料率の引上げ

３．重点取組種⽬の引受条件改善

（新型コロナ影響を除く）

損益分岐点の目安
57%

76.4%

65.8%

62.4%

2017 2018 2019 2020
見通し

2021
見通し

（年度）

３．海外事業 (5) モビリティサービス事業
• トヨタとのパートナーシップを活かしたモビリティサービス事業をグローバルに展開。

• CASE・MaaSなどの先進技術・事業モデルに対応し、「次世代モビリティサービスの発展」に貢献するとともに、
スマートシティ・スーパーシティの実現を見据えて、
「くらし、健康、街づくり」にチャレンジ。
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データビジネス

つながる⾞
Connected

⾃動運転
Autonomousマルチモーダル

Mobility as a Service

電動化
Electric

スマートシティ
スーパーシティ

共有/サービス化
Shared/Service

くらしを⽀えるデジタルインフラの整備

テレマティクス
Telematics

Beyond Mobility



１．販売チャネル強化︓⽣損シナジーの追求による収益⼒拡⼤
２．世界的低⾦利対策︓影響を受けにくい商品構成を維持
３．新規事業投資 ︓成⻑を加速する新規案件の発掘

• 世界的株価下落の影響が一定生じたものの、出資各社の事業および資産運用への影響は限定的。金利低下影響を受け
にくいバランスのとれたポートフォリオと、地域特性を踏まえたビジネスモデルにより引き続き収益拡大を図る。

事業の状況とステージ２の戦略

グループ修正利益に大きく貢献 ステージ１における事業投資により、地域特性を踏まえた
事業を展開し、バランスのよいポートフォリオを構築

卓越したノウハウによる
豪州年⾦ビジネス

⼈⼝増による成⻑が⾒込まれるアジア各国
(インド・インドネシア・マレーシア・中国）に事業展開

圧倒的なシェアを誇る英国
クローズドブック事業

ステージ2の戦略
※3 持分取得につき、現地監督局の認可待ちの状況

３．海外事業 (6) 海外⽣保事業
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（当社持分：億円）

CAGR 16.9% 

グループ修正利益の推移

※1

※1 中国信泰人寿株式の売却益

※2

※2 持分取得予定

※3

（年度）

３．海外事業 (7) 正味収⼊保険料と当期純利益
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2019年度 2020年度

実績 前期比 予想 前期比

海外事業 合計※1
494 440 200 △294

アジア 232 △76 215 △17
欧州 94 132 △141 △235
米州 6 △5 26 19
本社再保険事業 91 158 44 △47
海外生保事業 118 29 99 △19

※ 「海外事業」：海外連結子会社及び持分法適用関連会社に、損保会社の海外支店、海外非連結子会社、損保会社本社の海外受再等の業績を合算したベース
※1 合計欄は本社調整等反映後の数値であり、各地域・事業の合計とは一致しない
※2 「グループ修正利益」ベース

2019年度 2020年度

実績 前期比 予想 前期比

海外事業 合計※1
9,388 0 8,205 △1,183

アジア 2,988 27 2,852 △136
欧州 5,137 △11 4,309 △828
米州 584 △92 570 △14
本社再保険事業 695 65 492 △203

正味収⼊保険料（損保）

当期純利益※2

（単位：億円）

（単位：億円）



Ⅲ. 事業別の成⻑戦略

１．国内損害保険事業
２．国内⽣命保険事業
３．海外事業
４．資産運⽤

４．資産運⽤ (1) 資産運⽤戦略

•適切なALM管理と政策株式削減の継続により、グループ資産運用収益の安定化を図るとともに、財務の健全性を維持。

•環境を踏まえながら、グローバルな分散投資によりリスクテイクを拡大することで、収益を拡大。

・保有資産の安全性と流動性に留意し、各社の負債
特性に応じたALM管理を継続

・2017年度～2021年度に5,000億円削減

（目指す目標） ・連結総資産に占めるウェイト10％未満

・リスク量に占めるウェイト30％未満

財務の
健全性維持

適切な
ALM管理
の継続

・外国証券等の収益期待資産（※）に分散投資を拡大

（※）収益期待資産＝主に相対的に高い収益を期待し保有する資産
収益の向上

政策株式
の削減

グローバル
な分散投資

持株会社の取組持株会社の取組

グループ総合力を発揮した資産運用態勢の整備・強化を推進
・グループ会社間で運用ノウハウなどを共有化する取組みやESG投融資の拡大と高度化の推進など

資産運用のガバナンス強化
・グループの資産運用モニタリング強化や各種規制対応の推進など

各
事
業
会
社
の
取
組

各
事
業
会
社
の
取
組
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４．資産運⽤ (2) 低⾦利とボラティリティ上昇への対応

•相対的に高いリターンが期待できる資産（収益期待資産）への分散投資を段階的に実施。

•国内生命保険事業の資産運用体制の強化。

•金融市場のボラティリティ上昇に対しては、収益期待資産の一時的なヘッジや売却で対応。

収益期待資産への投資残⾼ 収益期待資産からの利配収⼊

2019年度の主な取組みと今後の取組み
 収益期待資産への分散投資を拡大 ⇒ 2016年度から1.6兆円残高増加

※2019年度は新型コロナウイルスによる市場の混乱に対応した一時的な売却と株価の下落から収益期待資産残高は微減となった。

 MSA生命では円債の長期化を図りALMを推進

 成長領域である生命保険事業の資産運用体制を強化

 収益期待資産への分散投資拡大は、市場環境を慎重に見極めながら継続
※2020年度の利配収入は、株式の配当減少等により△189億円の減少を見込む。

5.5 
6.2 

7.1 7.1 7.4 

2016 2017 2018 2019 2020
予想

外国債券 外国株式 オルタナティブ
（兆円）

（年度）

1,095 
1,164 

1,296 
1,393 

1,204 

2016 2017 2018 2019 2020
予想

（億円）

（年度）
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1,781 

2,098 

1,877 

1,716 
1,805 

2,289 

1,492 

910 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
予想

※ 三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保の単体数値の単純合算値
※ 2014年度のキャピタル損益には価格変動準備金対応（+630億円）を含む

資産運用損益ネット利配 キャピタル損益（売却損益）

（年度）

（単位：億円）

４．資産運⽤ (3) 資産運⽤損益の状況（国内損害保険事業）

資産運⽤損益の推移

Vision 2021Next Challenge 2017ニューフロンティア2013
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△ 50 

0
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2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
予想

利配 キャピタル損益 運用収益

※ MS Amlinの現地管理ベース、Asset Management Fee控除前

（百万ポンド）

４．資産運⽤ (3) 資産運⽤収益の状況（MS Amlin）
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資産運⽤収益の年度別推移

現預金等
2.2

9.7% 金銭の信託※1

1.6
7.2%

公社債
5.8

25.2%

株式※2

2.1
9.4%

外国証券※3

5.2
22.7%

その他の証券
※4

2.3
10.2%

貸付金
0.8

3.8%

その他※5

2.7
11.8%

（単位：兆円）

2020年3⽉末
総資産

23.1 兆円

４．資産運⽤ (4) 連結総資産の残⾼と資産別構成⽐（グループ全体）

⾦利・為替感応度※6 （2020年3⽉末現在） （単位：億円）

（単位：兆円）

※1 主に国内生保会社における負債対応資産
※2 主に政策株式および純投資株式。政策株式の比率についてはＰ67を参照
※3 国内保険会社における外国証券及び外国保険子会社における有価証券
※4 主に国内生保会社における特別勘定資産等
※5 主に有形固定資産、無形固定資産、のれん等
※6 資産と負債の差額（サープラス）への影響額
※7 海外子会社含む
※8 相対的に高いリターンが期待できる資産へのネット投資額（購入額-償還・売却額）

MS, AD, MSA生命, MSP生命の合計
※9 同一人総与信管理における社内格付別与信額集計ベース（時価、グループ連結）

当社グループ向け与信、再保険、保証信用は含まない

（単位：億円）

４社合計 外国債券 外国株式 オルタナティブ

+2,205 +1,958 +111 +136 

収益期待資産への投資額※8（2019年度）
MS&AD

グループ計
損保

会社計※7
国内生保
会社計

円金利100ｂｐs上昇時 +4,093 +692 +3,178 
米ドル金利100bps上昇時 △675 △557 △118
対全通貨10％円高時 △2,066 △1,486 △427
対米ドル10％円高時 △1,007 △814 △195 
対ユーロ10％円高時 △208 △207 △1 
対英ポンド10％円高時 △206 △85 －

公社債の内
日本国債：3.9兆円

資産別構成⽐（連結総資産ベース）
現預金等

1.9
8.4%

金銭の信託
1.5

6.7%

公社債
5.7

24.9%

株式※2

2.5
11.2%

外国証券※3

5.2
22.5%

その他の

証券※4

2.5
11.2%

貸付金
0.9

3.9%

その他※5

2.5
11.2%

公社債の内
日本国債：3.8兆円

2019年3⽉末
総資産

23.1 兆円
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格付別構成⽐※9 （2020年3⽉末現在）
ＡＡＡ ～ ＢＢＢ ＢＢＢ未満、無格付

97.5% 2.5%

※１



預貯⾦等
1,858
(2,667)
29.0%

債券
1,282
(1,839)
20.0%

債券ファンド※

2,564
(3,678)
40.0%

株式
128
(183)
2.0%

不動産
576
(827)
9.0%

４．資産運⽤ (5) MS Amlin 運⽤資産の資産別・通貨別構成⽐（2019年12⽉末）

⽶ドル
3,813
(5,472)
59.5%

ユーロ
916

(1,315)
14.3%

ポンド
839

(1,204)
13.1%

その他
839

(1,204)
13.1%

運⽤資産計
6,410百万ポンド
（9,197 億円）
（2019年12⽉末）

単位：百万ポンド
（億円、１￡= 143.48円で換算）

通貨別構成⽐資産別構成⽐
単位：百万ポンド

（億円、１￡= 143.48円で換算）

運⽤資産計
6,410百万ポンド
（9,197 億円）
（2019年12⽉末）

※ 債券ファンドは、割高な債券を売却し割安な債券を購入することを基本戦略
としたファンド。全般的な金利上昇による損失を抑えつつ、信用リスクテイク等を行う。

債券の格付別構成⽐
AAA～BBB BBB未満

９５％ ５％
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構成比 構成比 構成比 構成比

運用資産計 64,659 100.0% 60,171 100.0% 29,555 100.0% 28,721 100.0% 

預貯金等 4,759 7.4% 5,009 8.3% 1,839 6.2% 1,765 6.1% 

公社債 16,230 25.1% 15,342 25.5% 8,408 28.4% 8,290 28.9% 

うち 国債 9,798 15.2% 8,744 14.5% 5,620 19.0% 4,870 17.0% 

外国証券 20,034 31.0% 18,948 31.5% 6,771 22.9% 7,158 24.9% 

外国公社債 3,193 4.9% 2,620 4.4% 4,668 15.8% 4,823 16.8% 

外国株式 13,913 21.5% 13,502 22.4% 909 3.1% 837 2.9% 

外国投信等 2,927 4.5% 2,825 4.7% 1,193 4.0% 1,497 5.2% 

株式 17,288 26.7% 14,339 23.8% 8,234 27.9% 6,969 24.3% 

その他の証券 444 0.6% 624 1.0% 698 2.4% 757 2.6% 

貸付金 3,962 6.1% 4,006 6.7% 2,010 6.8% 2,181 7.6% 

土地・建物 1,937 3.0% 1,900 3.2% 1,592 5.4% 1,598 5.6% 

三井住友海上 あいおいニッセイ同和損保

2019年度末

残高 残高

2018年度末 2019年度末

残高 残高

2018年度末

４．資産運⽤ (5) 運⽤資産の残⾼と資産別構成⽐

※ 財務諸表上の区分に基づき表示

（単位：億円）
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残高 構成比 残高 構成比 残高 構成比 残高 構成比

運用資産計 41,469 100.0% 44,253 100.0% 44,999 100.0% 46,960 100.0% 

預貯金等 5,384 13.0% 6,041 13.7% 3,256 7.2% 4,939 10.5% 

公社債 32,801 79.1% 35,507 80.2% 1,030 2.3% 817 1.7% 

うち　国債 22,133 53.4% 25,297 57.2% 146 0.3% 145 0.3% 

外国証券 1,951 4.7% 1,662 3.8% 38,183 84.9% 38,968 83.0% 

株式 7 0.0% 6 0.0% - -  - -  

その他の証券 724 1.7% 399 0.9% 80 0.2% 80 0.2% 

貸付金 595 1.4% 631 1.4% 2,446 5.4% 2,152 4.6% 

土地・建物 5 0.0% 4 0.0% 2 0.0% 3 0.0% 

三井住友海上あいおい生命
三井住友海上プライマリー生命

（一般勘定）

2019年度末2018年度末 2019年度末 2018年度末

４．資産運⽤ (5) 運⽤資産の残⾼と資産別構成⽐

※財務諸表上の区分に基づき表示
※1 「外国証券」 38,968億円には、「金銭の信託」 16,609億円を含む

※1

（単位：億円）
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Ⅳ. 価値創造を⽀える仕組み



•頻発する自然災害に対して、適切な保有・再保険方針を軸としたレジリエントな態勢を構築し、国内市場に継続的なリスク
カバーを提供するとともに、防災・減災へ向けた取組みを強化。

ERM (1) ⾃然災害リスクへの対応

保有・再保険⽅針と気候変動リスクへの対応
グループの保有・再保険⽅針国内⼤規模⾃然災害の対応実績※1（2019年度）

当社グループの⾃然災害への対応

 MSがアクセンチュアと提携し開発

 保険会社が保有するリスク関連データと、企業側が保有する設備
メンテナンスデータなどを組み合わせて、防災・減災提案を行う新
たなサービスを開始

防災・減災の取組事例 -RisTech-

財務健全性
確保

期間損益の
安定性確保

リスク対比の
収益性向上

 2019年度は新たに導入したMS/AD共通※2の再保険特約が効果的

に機能し、期間損益の安定性確保に寄与

 2020年度も前年度同水準の再保険カバーを確保

 引続きグループ全体での自然災害リスク量と期間損益の変動リスク

を抑制 ※2 共通：2社合計のロスに対して適用されるカバー

気候変動リスクへの対応
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保険種目 事故受付件数 解決件数 解決率 支払保険金

火災・傷害・
その他

251,378件 216,812件 86.2% 2,851億円

自動車 36,469件 34,704件 95.2% 303億円
海上 1,026件 898件 87.5% 55億円

※1 MS、ADの単純2社合算値

 台風15号、19号を中心に、約30万件の事故受付
 事故対応の迅速化を図り約87%の高い解決率を実現

Risk gyTechnology×

企業活動への防災・
減災提案を高度化

企業活動への防災・
減災提案を高度化

•TCFD※３

の枠組に
沿った
開⽰

•中⻑期的
な視野での
⽅向性の
検討

•気候変動
影響を
考慮

•保険⾦⽀払
いに与える
影響

•健全性の
確認⽅法

調査・
研究

ストレス
テスト

開⽰の
充実

保有・
再保険
⽅針

※３ 気候変動関連財務情報開示タスクフォース（Task Force on Climate-related Financial Disclosures) 

 気候変動の影響を踏まえ、リスク管理の取組みを強化

保有

集積損害ELC ※

災害N

＜参考＞⾃然災害リスクの保有・再保険のイメージ

1危険ごと

集積損害
（1災害ごと）

年間累計損害

保有

集積損害ELC ※

災害１

保有

年間累計損害ELC ※

保有

1危険
ELC ※ 比例

再保険

保有

1危険
ELC ※ 比例

再保険

保有保有

1危険
ELC ※

比例
再保険

保有保有

大口契約・１ 大口契約・２ 大口契約・X

・・・

・・・ 小口契約・１

保有保有

小口契約・２
保有保有

小口契約・x

・
・
・

再保険カバーの条件によっては、
復元保険料の支払いで、
費消したカバーが復元！

ここをマネジメント
することが重要！

※ ELC （超過損害額再保険）：
損害額が一定の金額を上回った場合に、
その超過した分を回収する再保険契約

・・・

保有・再保険の考え⽅
財務健全性の確保

期間損益の安定性向上

 リスク対比の収益性の向上

保有

集積損害ELC ※

災害２

ここをマネジメント
することが重要！
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ERM (2) 資本効率の向上

• 2021年度グループ修正ROE10%の達成に向けて、RORの向上を図るとともに、資本コントロールを検討していく。

収益
（リターン）

リスク資本

健全性
ESR※2180%~220%
（＝適正水準）を確保

資本効率
グループ修正ROE10%水準

（資本コスト7%※1）

適正⽔準の安定的確保を前提に
資本をコントロール

収益性
ROR・VAの年度別

計画値の達成

バランス

※1 資本資産価格モデル（CAPM）により推計
※2 ESR：エコノミック・ソルベンシー・レシオ（経済価値ベースのソルベンシー・レシオ） ＝「時価純資産」÷「統合リスク量」

持続的な利益成⻑に向けた
内部投資・外部投資を実施

経済合理性検証を実施しつつ
保有可能なリスク量を明確化

64

の推移RORの推移 ROR向上に向けた取組みROR向上に向けた取組み

ERM (2) 資本効率の向上 ROR向上取組
•事業別・会社別にRORをモニタリングし、各領域でグループベースでROR向上取組を推進。

•2021年度グループ修正ROE10％の達成に向け、取組みを一層高度化。

資本効率
収益性

（リスク対比リターン）
健全性

グループ修正ROE※1 ROR 1/ESR= = =

≒ ×
リターン(グループ修正利益※1)

資本(修正純資産※1)

リターン(グループ修正利益)

リスク(統合リスク量※2)

リスク(統合リスク量)

資本(時価純資産※3)

定期的にESRをモニタリング
［適正水準］

ESR180%～220%

商品・販売
施策管理

セグメント別リスク・リターン分析の活用

資産運用戦略
リスク評価や収益性評価（投資収益性
ROR）に基づく新たな運用手段の導入

保有・再保険
方針

リスク・リターン指標を踏まえた再保険ス
キームの設計等

種目特性に応じたリスクリターン
管理の強化

国内損保

MSA生命

MSP生命

商品開発・改定、販売政策策定時
も新契約RORによる評価を実施

ROAにより商品別に収益性を検
証

-10%

-5%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
計画

グループ全体 国内損保事業

国内生保事業 海外事業

※1 グループ修正ROE、グループ修正利益、修正純資産の計算方法は、P84を参照
※2 統合リスク量 ： 200年に1度の確率で当社グループ全体が被る損失の予想額（時価）
※3 時価純資産 ： 修正純資産＋保険負債の含み損益＋その他資本性負債等
※4 国内生保のうち、MSA生命分については、EEV増加額をリターンとして計算。なおグループ全体のリターンについてはMSA生命分もグループ修正利益（2017年度以前はグループコア利益）で計算

※4

-20%
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グループのリスク選好 リスクポートフォリオの推移

ERM (2) 資本効率の向上 リスク選好とリスクポートフォリオの推移
•リスクテイクの方向性に沿い政策株式を売却し、ピークリスクの低下を図るとともに、成長投資戦略の実施や保険リスク
および政策株式以外の資産運用リスクの取得によりリスク分散を図る。

•自然災害リスクについては、引き続きグループ全体で抑制したリスクテイクを行う。

事業ドメイン

ﾘｽｸ量ｳｴｲﾄ
（2020.3末）

リスクテイク
の方向性

サブドメイン

国内損害
保険事業

保険引受 11%

資産
運用

政策株式 26.1%

政策株式
以外

15%

国内生命
保険事業

保険引受 9%

資産運用 21%

海外事業 18%
2013 2017 2018 2019 2020

計画

11%
19% 19% 18%

8%

16% 20% 21%
10%

7%
8% 9%

14%

13%
13% 15%

40.5%

32.7%
28.8% 26.1%

17% 12% 10% 11%

国内損保事業（保険引受）

国内損保事業（資産運用：政策株式）

国内損保事業（資産運用：政策株式以外）

国内生保事業（保険引受）

国内生保事業（資産運用）

海外事業
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ERM (3) 政策株式売却状況

• 2019年度は1,118億円を売却し、目標5,000億円（2017年度～2021年度累計）の80.0％の進捗率。

• 引き続き年間1,000億円規模の売却を予定。

※3 未上場株を含むすべての政策株式のウェイト

Vision 2021

2020年度
1,000億円規模

2018年度

1,367億円

2017年度

1,513億円

合計3,999億円
（進捗率: 80.0%）

中期経営計画期間中の

売却目標：5,000億円※1

※2 2003年度~2009年度は、三井住友海上、あいおい損保、ニッセイ同和損保の実績の単純合算値
（2002年度以前の実績は各社同一基準でのデータ収集が困難なため非開示）

2019年3月末 2020年3月末 中計目標

連結総資産に占める政策株式の時価ウェイト※3 10.9% 9.2% 10%未満

政策株式のリスクウェイト※3 28.8% 26.1% 30%未満

経営統合前の売却実績
（2003年度※2~2009年度）

8,007

M
S
&
A
D

ﾆ
ｭ
ｰ

ﾌ
ﾛ
ﾝ
ﾃ
ｨｱ

2013

2010年度 574 574

2011年度 887

2012年度 1,141 （小計）

2013年度 1,735 3,764

N
ext C

hallen
ge

2017

2014年度 910

2015年度 1,811

2016年度 1,330 （小計）

2017年度 1,513 5,566

V
ision

2021

2018年度 1,367

2019年度 1,118 3,999

合計 20,396

政策株式の連結総資産およびグループのリスク量に占める割合

中期経営計画期間中の売却状況 過去の売却実績 （単位：億円）

※1 2017年度を含む

2017年度
からの累計

2019年度

1,118億円
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19% 18%

20% 21%

8% 9%

13% 15%

28.8% 26.1%

10% 11%

2019年3月末 2020年3月末

海外事業 国内生保事業（資産運用）

国内生保事業（保険引受） 国内損保事業（資産運用：政策株式以外）

国内損保事業（資産運用：政策株式） 国内損保事業（保険引受）

• 2020年3月末のESR水準は186%と、現在の資本政策を継続する上で適正な水準を維持。

ERM (4) 財務健全性の確保（ESRとリスクポートフォリオの状況）

※ ESR：エコノミック・ソルベンシー・レシオ（経済価値ベースのソルベンシー・レシオ）

統合
リスク量

62%

2.3兆円

統合
リスク量

68%

2.4兆円

ESR ※（信頼⽔準99.5%） リスクポートフォリオの状況

220%

180%
186%

（2020年3月末）

適正水準
（＝AA格相当の
財務健全性を
確保する水準）

事業投資や追加的なリスクテイク、

株主還元の拡充を検討する

現在の資本政策を維持しつつ、

資本効率の向上に取り組む

適正水準への回復の道筋を確認し、

必要に応じて資本水準の回復策や

リスク量の削減策を検討する

100%

早急な適正水準への回復に取り組む

中期的なＥＳＲの見通しを踏まえ、下記に取り組む。
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179%
192%

156%
203%

175%
198%

186%

140% 160% 180% 200% 220% 240%

全通貨 10%円高
全通貨 10%円安

国内金利 △0.5%
国内金利 ＋0.5%

日経平均 △30%
日経平均 ＋30%

2020年3月末

ERM (4) 財務健全性の向上（ESRの状況）

2019年
3月末

2019年
12月末

2020年
3月末 対12月末比

日経平均株価 21,206円 23,657円 18,917円 △4,740円

国債30年金利 0.51% 0.43% 0.43% +0.00pt

為替（ドル円） 111円 110円 109円 △1円

2019年3月末

4.6兆円4.6兆円

2.3兆円2.3兆円

199%

時価純資産 統合リスク量
2020年3月末

時価純資産 統合リスク量

4.9兆円

【参考】
UFR適⽤時
5.2兆円

4.9兆円

【参考】
UFR適⽤時
5.2兆円

2.6兆円
【参考】

UFR適⽤時
2.5兆円

2.6兆円
【参考】

UFR適⽤時
2.5兆円

187%
【参考】

UFR適用時
204%

4.4兆円

【参考】
UFR適⽤時
4.6兆円

4.4兆円

【参考】
UFR適⽤時
4.6兆円

2.4兆円
【参考】

UFR適⽤時
2.3兆円

2.4兆円
【参考】

UFR適⽤時
2.3兆円

186%
【参考】

UFR適用時
204%

2019年12月末
時価純資産 統合リスク量

ESR ※（信頼⽔準99.5%）

※ ESR：エコノミック・ソルベンシー・レシオ（経済価値ベースのソルベンシー・レシオ）

＜ESRの主な増減要因＞
(2019年12⽉末対⽐)

市場価格変動によるESR影響（2020年3⽉末時点） 市場環境前提

ESRは、主に以下のような要因により1pt
下落。

 時価純資産は、国内株価の下落を
主因に減少。

 統合リスク量は、国内株価の下落、
マーケットの状況を踏まえた対応
（為替リスクの追加ヘッジなど）によ
り減少。
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•ESG投融資拡大に向けた体制強化に取り組み、資産運用を通じたCSV活動を展開する。

ESG投融資の取組強化

約26億円

約40億円グリーンボンドへの投資 MS AD

投融資プロセスへの組込み

• ESG要素を配慮したプロセスの構築。

対話の高度化

• 投資先企業や外部委託先との対話
にESG要素を組込む。

インパクト投資※の拡大

• グループベースでの取組みを検討。

※ （社会的）インパクト投資とは、金銭的リターンと並行して社会や環境へのインパクト
を同時に生み出すことを意図する投資。
出所：GSG国内諮問委員会

ステージ２の取組み「Vision2021」ステージ１での取組み

2019年度

2018年度

 ESG日本株式ファンドへの投資 55億円
MS

再生エネルギーに係る投融資 50億円

 ソーシャルボンドへの投資 10億円
MSA

 インダストリアライズ・ アフリカ・ボンドへの投資

165億円

グリーンボンド／
ソーシャルボンドへの投資

MS AD

MSA

太陽光・バイオマス・風力発電等に係る投融資

MS147億円

MSP
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スチュワードシップ活動の状況

不賛同事例と⾏使内容
剰余金の処分案
（直近の配当性向が

低位）

業績堅調で内部留保も充実していたが、配当
性向が当社基準を下回っていた。

対話を通じて株主還元方針を確認したが、株
主還元意識が低く、今後も配当性向が改善す
る可能性は低いと判断した。（不賛同）

取締役の選任案
（社外取締役が不在）

過去から対話を通じて社外取締役の有用性を
説明。候補者の選任を要請してきたが、前年に
引き続き社外取締役候補者が選任されなかっ
た。（取締役全員について不賛同）

取締役の選任案
（ガバナンス上の懸念）

不採算となっている一部事業等において、ガバ
ナンス上の懸念があると判断し、対話等を通じ
経営陣が掲げる事業戦略やガバナンス改革の
実効性を確認したが、十分な合理性を見出すこ
とができなかった。（不賛同）

MS AD 合計（単純合算）

対話実施企業数 281社 205社 486社

対話実績（2018年7⽉〜2019年6⽉） 議決権⾏使結果 (2018年7⽉〜2019年6⽉)

MS AD 合計（単純合算）

不賛同数 （議案数）
6

（2,777）
3 

（1,764）
9 

（4,541）

投資先企業との対話による改善事例
株主還元 前年は有利子負債の返済優先により低配当だったが、財

務が改善すれば増配するとの回答を得ていた。

今年は業績の大幅な改善に伴い、決算発表に併せて増配
を公表、配当性向が当社基準を上回る水準まで改善。

ガバナンス
の実効性

前年は海外居住の社外取締役の出席率が低かったが、テ
レビ会議等による改善策を確認していた。

今年は株主総会の招集通知にて当該社外取締役の出席
率の改善（出席率：１００％）を確認。

中期的な
経営戦略

中期的に国内市場の成長鈍化が予想される業界の企業
と対話を行い、今後の経営戦略について意見交換を実施。
国内では高付加価値商品の推進による利益率向上、海外
では商品・ブランドの認知度向上推進による新規顧客開
拓の加速などの方針を確認。

ESG取組 ESG取組を強化しようとしている企業と対話を行い、意見

交換を実施。多方面から経験豊富な人財を社外取締役に
登用し社外取締役比率を1/3に引き上げたり、女性の視点

を積極的に取り入れ女性が働きやすく活躍できる環境を
整えたりするなど、様々な取組みに注力されていることを
確認。
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コーポレートガバナンス

•世界トップ水準の保険・金融グループの実現のため、当社初の外国人女性社外取締役を選任予定。

新任社外取締役候補者

Rochelle Kopp（ロッシェル カップ）氏

（注）ロッシェル・カップ氏は、第12期定時株主総会（2020年6月25日開催予定）の取締役選任議案における社外取締役候補者

新任社外取締役候補者の選定プロセス

取締役候補の選任基準を踏まえ、
多様性を考慮したノミネートを進める
方向を決定

2019年10月人事委員会
①女性で事業経験のある外国籍の人
②異文化コミュニケーションに詳しい人
を候補者イメージとすることを決定

2019年12月人事委員会
候補者絞り込み

2020年1月人事委員会
面談を実施し、 終候補者を選定

2020年2月人事委員会
終候補者を内定

2020年2月28日
候補者を公表

選定の
方向性の検討

候補者イメージの
決定

終候補者の
選定

候補者の決定

 北九州市立大学教授（経営戦略、人事管理等）
 日本の銀行における勤務経験あり

 経営コンサルタントとしての、日本および米国に
おける豊富な知識や経験

 異文化コミュニケーションに
関する幅広い見識

72

当社グループがグローバル企業として発展していくうえで
必要なコミュニケーション手法など、

これまで当社にはなかったスキルセットを有する人物

あいおいニッセイ同和損保所属のマラソン・川内優輝選⼿。
川内選⼿と共同で取り組む全国⾏脚プロジェクト「マラソンキャ
ラバン」は、マラソンを通じて活⼒ある地域の実現をサポート。

・国籍、性別、ハンディキャップの有無を含めた多様な人財がグループの企業価値の源泉。
・スポーツ振興を通じた地域の活性化、共生社会の実現にも貢献。

多様な⼈財の活⽤ スポーツ振興

スポーツ界で活躍するアスリートが社員として所属し、競技と仕事を両⽴
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スポーツを通じた地域活性化パラスポーツの普及、共⽣社会の実現



Ⅴ. 株主還元

株主還元

•2019年度決算分は、＋１０円増配の年間１５０円の配当を予定。あわせて１５０億円を上限に自己株式の取得を実施する予定。

•2020年度決算分については、不透明な事業環境ではあるものの、安定的な配当を行うため、年間１５０円の配当で据え置き。

株主還元方針

グループ修正利益※の40%～60%を目処に、株主配当および自己株式の取得によって、
株主還元を行う。

＜配 当＞安定的な配当を基本とする（DOE：自己資本配当率 2.0%～3.0%水準を目指す。）

＜自己株式取得＞市場環境・資本の状況も勘案して、機動的・弾力的に実施する。

株主還元実績と予定

＜配 当＞

2019年度決算分： 年間１５０円（前期比１０円増配）予定
2020年度決算分： 年間１５０円の予想

＜自己株式の取得＞

2019年度決算分： 2019年11月19日決定の２００億円（上限）に続き
１５０億円を上限に実施の予定（2020年5月20日決定）

※「グループ修正利益」の算出方法については、P84を参照
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1株当たり利益・総還元額
•1株当たり総還元額は着実に上昇している。

（単位：円）

1株当たり総還元額、グループコア利益／グループ修正利益、 EPSの推移

（年度）
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54 54 54 56 65
90

120 130 140 150 150
69.8

54.0 62.0 72.0

113.5 122.5

169.1
180.6

193.3
207.8

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
予想

DPS

1株当たり自社株買いによる還元

１株当たりグループコア利益

１株当たりグループ修正利益

１株当たり利益

（財務会計ベースEPS）

株主還元額 年度別実績（2020年5⽉20⽇時点）

株主還元実績

※1 2017年度以前は「グループコア利益」。「単年度の株主還元率」の算出方法については、P.84を参照
※2 DOE：自己資本配当率＝年間配当額（中間・期末等)÷自己資本

（年度）

（単位：億円）

自己株式取得額配当総額（年間） （単位：億円）

2010
年度

2011
年度

2012
年度

2013
年度

2014
年度

2015
年度

2016
年度

2017
年度

2018
年度

累計 2019年度
（予定）

2020年度
（予想）

グループ修正利益
※1 145 △875 874 948 1,557 1,475 2,137 1,051 1,898 9,210 2,331 1,800

総還元額 435 335 385 447 699 744 1,014 1,070 1,137 6,266 1,208 －

総還元率※1 300% - 44% 47% 45% 50% 47% 102% 60% 68% 52% －

DOE※2 2.9% 3.3% －

1株あたり総還元額
（円）

69.8 54.0 62.0 72.0 113.5 122.5 169.1 180.6 193.3 － 207.8 －
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300
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（予定）

2020
（予想）



参考資料

国内自然災害の影響 （参考)

インカードロス

前期比  台風15号 1,934

三井住友海上 1,089 711  378  台風19号 2,634

あいおいニッセイ同和損保 1,018 594  424 上記以外 451

合計 2,108 1,305  803 合計 5,020

異常危険準備金（火災）期末残高

うち追加
繰入額

三井住友海上 890 524 632 350 998 

あいおいニッセイ同和損保 749 425 534 180 858 

合計 1,639 949 1,166 530 1,857 

海外自然災害の影響※

インカードロス

前期比

あいおいニッセイ同和損保 245 84  160 

MS Amlin 499 112  386 

合計 744 197  546 

 ※ 上記２社の海外自然災害

2019年度元受
支払見込額

2018年度 2019年度

2018年度末
残高

2019年度末
残高

取崩額 繰入額

2018年度 2019年度

• 国内自然災害は、台風21号等の影響が大きかった前期と比べ△803億円減少の1,305億円。

• 海外自然災害は、複数の大型ハリケーンやカリフォルニア山火事があった前期と比べ△546億円減少の197億円。

国内・海外⾃然災害の影響
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（単位：億円）

（単位：億円）

（単位：億円）

（単位：億円）



（年度） （年度）

28,095 

29,407 

30,789 

34,069 
34,469 

35,004 
35,737 

34,000 

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
予想

グループ全体の状況 (1) 収⼊保険料の推移
•2019年度の連結正味収入保険料は、海外保険子会社が減収となったものの、国内損保子会社が増収となり前期比733億円
増収の3兆5,737億円となった。

•連結生命保険料は、前期比△3,431億円減収の9,437億円となった。

※ 自動車保険「もどリッチ」の払戻充当保険料を控除したベース

（単位：億円） （単位：億円）

6,789 
7,217 

13,563 

12,531 

10,582 

12,868 

9,437 

6,000 

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
予想

損害保険︓連結正味収⼊保険料※ ⽣命保険︓連結⽣命保険料
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1,902

2,870 2,915

3,526

2,115

2,908

1,577
1,700

934

1,362

1,815

2,104

1,540

1,927

1,430
1,300

4.4%
5.2%

6.4%

7.8%

5.5%

6.8%

5.5% 5.1%

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
予想

連結経常利益（億円） 当期純利益（億円） ROE

グループ全体の状況 (2) ボトムラインとＲＯＥの推移（財務会計ベース）

•2019年度の当期純利益は、△496億円減益の1,430億円。国内損保子会社は保険引受と資産運用がいずれも減少し大きく
減益。一方、海外保険子会社は、MS Amlinが黒字化し増益。

（年度）

連結経常利益・当期純利益・ＲＯＥの推移
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為替・⾦利変動の業績への影響

•全通貨に対して5%円高が進行した場合の影響は、当期純利益に△約１０億円、グループ修正利益に△約２０億円。

•円金利が0.1%上昇した場合、当期純利益・グループ修正利益とも、＋約４億円の影響。

５％円⾼による利益への影響
当期純利益への影響 △約１０億円

 海外子会社利益の減少 △約５億円

 国内損保子会社 ＋約１０億円

外貨建支払備金の減少

外貨預金の為替洗替や為替ヘッジ損益の変動等





 外貨建のれん等の償却費の減少 ＋約１０億円

 国内生保子会社における利ざや減少等 △約２５億円

グループ修正利益への影響は、外貨建のれん等の償却費の減少を除いた △約２０億円

※ 2020年度業績予想への影響

0.1％円⾦利上昇による利益への影響
当期純利益およびグループ修正利益への影響 ＋約４億円

 新規投資債券・貸付利息の上昇 ＋約４億円
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株価関連指標の推移

2010
年度末

2011
年度末

2012
年度末

2013
年度末

2014
年度末

2015
年度末

2016
年度末

2017
年度末

2018
年度末

2019
年度末

当期純利益（億円） 54 △1,694 836 934 1,362 1,815 2,104 1,540 1,927 1,430

1株当たり当期純利
益（EPS）（円．銭）

8.68 △272.49 134.46 150.58 221.34 298.72 350.94 260.04 328.72 248.36

株価（終値）（円） 1,894 1,699 2,066 2,364 3,370 3,136 3,540 3,355 3,370 3,025

騰落率※ △27.0% △10.3% 21.6% 14.4% 42.6% △6.9% 12.9% △5.2% 0.4% △10.2%

＜参考＞
TOPIX騰落率※

△11.2% △1.7% 21.1% 16.3% 28.3% △12.7% 12.3% 13.5% △7.3% △11.8%

1株当たり純資産
（BPS）（円．銭）

2,597.19 2,400.48 3,215.33 3,646.22 4,911.40 4,469.58 4,572.82 4,964.64 4,712.11 4,308.37

株価純資産倍率
（PBR）（倍）

0.73 0.71 0.64 0.65 0.69 0.70 0.77 0.68 0.72 0.70

株価収益率
（PER）（倍）

218.20 － 15.36 15.70 15.23 10.50 10.08 12.90 10.25 12.18

※ 騰落率は各年度の前年度末からの変化率
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「グループ修正利益」
「修正純資産」と「グループ修正ROE」 単年度の「株主還元率」の計算⽅法

グループ修正利益、グループ修正ROE、株主還元率、修正純資産の計算⽅法

※グループ修正利益の40％～60％を目処に、株主配当および自己株式
の取得によって、株主還元を行う。

グループ
修正ROE

修正純資産
（期初・期末平均）

＝

グループ修正利益

連結当期利益

異常危険準備金等※1

繰入※2 額

その他特殊要因
（のれん・その他無形
固定資産償却額等）

非連結グループ会社
持分利益＋

－

＝

当年度に関する配当
（当年12月、翌年6月）

次年度の定時株主総会
開催日までに決定した

自己株式の買付け

当年度の
グループ修正利益

＝

＋
株主

還元率

※ 各調整額は税引後
※1 国内損害保険事業およびMSA生

命の異常危険準備金・危険準備
金・価格変動準備金

※2 戻入の場合は減算
※3  除く非支配株主持分・新株予約権

＝ 連結
純資産※3 ＋ 異常危険

準備金等※1 － のれん・その他
無形固定資産

＋

＝ － ＋
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

修正利益

2,331

連結当期
純利益

1,430

異常危険
準備金等
繰入額
△33

非連結
ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社
持分利益

△2

2019年度のグループ修正利益 （単位：億円）

＋
その他特殊要因※4

（のれん・その他無形
固定資産償却額等）

△936

＝ －
修正

純資産
28,429

連結
純資産
24,516

異常危険
準備金等

6,776

2019年度末の修正純資産 （単位：億円）

＋
のれん・その他
無形固定資産

2,863

※4 のれん償却等△2,224、特別損益（除く価格変動準備金）等1,287 [ＭＳ海外事業再編に伴う税金費用の減少のうち、
繰延税金資産見合いの1,371を含む]
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